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【解説】 

１ 本制度は、特定非常災害に係る特定非常災害発生日から特定非常災害発生日の翌日以後

５年を経過するまでの間に、被災代替資産又は被災区域内供用資産の取得等をして事業の

用に供した場合に、一定割合の特別償却ができるというものであるが、中小企業者等である

場合には、この一定割合につき上乗せした割合を適用することができることとされている

（措法43の３①）。 

この「中小企業者等」とは、中小企業者（措法 42 の４⑧六）又は農業協同組合等（措法

42 の４⑧七）をいい（措法 43 の３②）、この中小企業者とは、資本金の額若しくは出資金

の額が１億円以下の法人のうち次に掲げる法人以外の法人又は資本若しくは出資を有しな

い法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の法人をいう（措法 42 の４⑧六、措

令 27 の４⑫）。  

① その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模法人（資本金

の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若しくは出資を有しない法人の

うち常時使用する従業員の数が 1,000 人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式会

社を除く。②において同じ。）の所有に属している法人  

② ①の法人のほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の２以上が大規模法

人の所有に属している法人  

２ この「中小企業者等」に該当するかどうかの判定について、上記１のとおり資本金の額若

しくは出資金の額又は従業員数の外形的基準で行うこととされている。その判定の時期と

して、例えば、①期首、②被災代替資産等の取得等をした時、③被災代替資産等を事業の用

に供した時あるいは④期末などが考えられるが、これらのうち中小企業者等に該当してい

た時期と該当していない時期とがあるような場合に、この判定をいつの時点で行うべきか

という疑問が生じる。  

３ ところで、本制度の特別償却は、中小企業者等が行う被災代替資産等への投資に対する税

制上の優遇措置であることからみて、中小企業者等であるという現況の下に被災代替資産

等の取得等をして事業の用に供することを予定しているものといえる。このため、中小企業

者等であるという現況の下に被災代替資産等の取得等をして事業の用に供した法人につき、

期末において中小企業者等に該当しなくなったとして本制度の適用を受けられないとする

ことは、当該法人に思わぬ税負担を強いることになり、ひいては被災代替資産の投資計画の

修正を余儀なくさせる結果をも生じることとなり、本制度の趣旨に合致しないこととなる。 

４ そこで、本通達において、中小企業者等に該当するかどうかの判定は、その被災代替資産

の取得等をした日及び事業の用に供した日の現況により行う旨を明らかにしている。した

がって、被災代替資産等の取得等をした日及び事業の用に供した日において、中小企業者等

に該当していれば、期首又は期末において中小企業者等に該当していなくても本制度の適

用は認められるということになるが、一方で、その取得等をした日において中小企業者等に

【新設】（中小企業者等であるかどうかの判定の時期） 

43 の 3－8 法人が、措置法第 43 条の３第１項に規定する「中小企業者等」に該当する法

人であるかどうかは、同項に規定する被災代替資産等の取得等をした日及び事業の用に

供した日の現況によって判定するものとする。 
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該当していたが事業の用に供した日には中小企業者等に該当しなくなった場合や、その事

業の用に供した日には中小企業者等に該当するものの、その取得等をした日においては中

小企業者等に該当していなかった場合には、本制度の適用はないということになる。 

５ 連結納税制度においても、同様の通達（連措通 68 の 18－８）を定めている。 

 


